
但馬インターンシップ支援事業助成金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大学等卒業時の地元就職の促進を図り、都市部から人口減少が見込まれ

る但馬地域（豊岡市、朝来市、養父市、香美町、新温泉町）への人材の環流並びに同地域内

に所在する企業の優秀な人材の確保を支援するため、事業主が負担する有償インターンシッ

プ実施に要する費用の一部を予算の範囲内において助成することに関し、必要な事項を定め

る。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各項に掲げる用語の意義は、当該各項に定めるところによる。 

２ 「対象地域」とは、県民局及び県民センターの設置に関する条例（平成１２年３月２８日

兵庫県条例第５号）第２条に定める但馬県民局（豊岡市、朝来市、養父市、香美町、新温泉

町）の所管区域とする。 

３ 「大学生等」とは、学校教育法（昭和２２年３月３１日法律２６号）に定める大学、大 

学院、短期大学、高等専門学校、専修学校における専門課程に在学中の者をいう。なお、大

学生等の出身地及び居住地は問わない。 

４ 「不正受給」とは、故意又は重大な過失により交付申請書に虚偽の記載を行い又は偽りの

証明を行うことにより、本来受けることのできない助成金を受け、又は受けようとすること

をいう。ただし、交付申請書の記載誤りが故意又は重大な過失によらないと認められる場合

はこの限りではない。 

 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付対象者は、対象地域内に本社又は主たる事業所（実質的な本社をいう。）

を有する事業主であることとする。 

 

（対象経費） 

第４条 助成の対象となる経費は、前条の要件を満たす事業主が大学生等（以下「助成対象者」

という。）を受け入れ、対象地域内に所在する事業所等において有償インターンシップを行

う場合に、当該助成対象者に対して支給した給与（旅費は除く）とする。 

 

（助成額） 

第５条 助成額は、前条に定める給与のうち、事業主が助成対象者に支給した額の２分の１以

内で、申請に基づき助成金を交付する。 

２ 前項の助成額は、助成対象者１人につき 3,500 円を１日の助成の限度とし、5日分（17,500

円）まで請求する事が出来る。助成額が千円に満たない場合は助成を行わない。また、助成

対象者１人あたりの助成額に百円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

３ 同一事業主に対する助成金の交付は、105,000 円を限度とする。 

 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする事業主は、助成対象者に有償インターンシップの給与

を支給した日の翌日から起算して２箇月以内又は当該年度の３月１５日のいずれか早い日



までに、但馬インターンシップ支援事業助成金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げ

る書類を添えて、但馬県民局長に提出しなければならない。ただし、当該申請書の提出が助

成対象者に有償インターンシップの給与を支給した日の翌日から起算して２箇月を超える

場合に、特別な事情があると但馬県民局長が認める場合はこの限りではない。 

(1) 次条に規定する暴力団等に該当しない旨等を記載した誓約書（様式第１号の２） 

(2) インターンシップ給与受領確認書（様式第２号） 

(3) 学生証又は在学証明書の写し 

(4) 雇用契約書又は労働条件通知書の写し 

(5) インターンシップの概要（体験内容等）が確認できる書類 

(6) その他但馬県民局長が必要と認める書類 

 

（交付決定及び通知） 

第７条 但馬県民局長は、前条の申請を受理した場合は、当該申請書に係る内容の審査及び必

要に応じて聞き取り調査等を行い、交付申請者が次に掲げる者（以下「暴力団等」という。）

のいずれかに該当するときを除き、当該申請に係る助成金の交付を決定したときは、但馬イ

ンターンシップ支援事業助成金交付決定通知書（様式第３号）により、また、不交付の決定

をしたときは、但馬インターンシップ支援事業助成金不交付決定通知書（様式第４号）によ

り当該申請者に通知するものとする。 

(1) 暴力団排除条例（平成 22 年兵庫県条例第 35号）第２条第１号に規定する暴力団又は同

条第３号に規定する暴力団員 

(2) 暴力団排除条例施行規則（平成 23 年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に掲げ

る者 

 

（助成金の請求） 

第８条 助成金は、前条の交付決定後、同条の交付を受けた事業主（以下「助成事業主」とい

う。）から提出される助成金請求書（様式第５号）により交付金を交付する。 

 

（調査） 

第９条 但馬県民局長は、助成金の交付について、必要と認める場合は、事業主等関係者から

関係書類の提出を求め、また事情聴取、立入検査を行うことができる。 

 

（不正受給に係る事業主への通知） 

第１０条 但馬県民局長は、助成事業主が、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該助

成事業主に対し、但馬インターンシップ支援事業助成金交付決定取消及び返還通知書（様式

第６号）又は但馬インターンシップ支援事業助成金交付決定取消及び返還通知書（一部返還）

（様式第７号）により、それぞれ当該各号に掲げる額に係る交付決定を取り消し、助成金の

全部又は一部を返還させる旨の通知を行うものとする。 

(1) 偽りその他不正な行為によって助成金の交付を受けた場合 

(2) 当該事業主に交付されるべき助成金の額を超えて助成金の交付を受けた場合、当該交付

されるべき額を超えて交付された部分の額 

(3) 暴力団等である場合 

 



（交付台帳の整備等） 

第１１条 但馬県民局長は、助成金の交付又は不交付若しくは取り消しをした場合には、その

都度、但馬インターンシップ支援事業助成金交付台帳（様式第８号）に記載するとともに、

交付申請書その他関係書類を、当該交付等の決定日の属する年度の翌年から起算して５年間

保管しなければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第１２条 助成金の交付を受けようとする事業主は、助成金の申請等に係る事務について、個

人情報保護法に則って個人情報を取り扱わなければならない。 

 

（暴力団等の排除）  

第１３条 但馬県民局長は、この要綱の施行に関し必要があると認める場合は、次の各号に掲

げる措置を講じることができるものとする。 

(1) 交付対象者が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長（以下「警察本部長」と

いう。）に意見を聴くこと。 

(2) 前号の意見の聴取により得た情報を他の補助事業における暴力団等を排除するための

措置を講ずるために利用し、又は兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院事業管理者に提供

すること。 

２ 交付対象者は、助成の対象となる事業を行うに当たっては、当該事業に関し暴力団等を利

することのないよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は平成２９年４月１日から施行する。 

  この要綱は平成３０年４月１日から施行する。 

  この要綱は 2019 年（平成 31年）４月１日から施行する。 

この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は令和３年２月１日から施行する。 

（手続きの特例） 

２ この要綱第６条の規定による補助金の交付申請及び第７条の規定による補助金の交付決

定に関し必要な手続きその他の行為は、施行日前においても、この要綱の規定の例によりす

ることができる。 


